
 

マーケットレポート

投資情報室

2022年8月8日

経済指標ウォッチャー

7月米国雇用統計 引き続き雇用環境は極めて良好
今回の結果を受け、9月FOMCで0.75％利上げの見方が優勢に

（審査確認番号 2022 - TＢ110）

2022年7月の失業率がコロナ禍前の水準に
5日に米国労働省が発表した7月の雇用統計は、
非農業部門雇用者数が前月比52.8万人増と市場
予想の同25.0万人増を大きく上回りました。失
業率は3.5%とコロナ禍前の2020年２月の水準ま
で低下しています(図表1)。先月に続いて、人手
不足に悩まされている「接客・レジャー」などの
サービス業を中心に広範囲で雇用者数が増加して
います。
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成

図表1：非農業部門雇用者数の増減と失業率

米国雇用統計とは？
米国の雇用情勢を調査した統計で、米国労働省が公表。米国雇用統計は速報性が高く、原則として
毎月の第１金曜日に公表される。
米国の金融政策を見通すうえで、雇用関連指標の代表である雇用統計の重要度は高く、投資家の関
心が集まる経済指標。

図表２：非農業部門雇用者数と労働参加率

次回FOMCで0.75％の利上げの見方が優勢に
非農業部門雇用者数はコロナ禍前の2020年2月
を上回り(図表2)、労働市場の底堅さを示す結果
となりました。16歳以上の人口に占める労働力
人口を示す労働参加率は62.1％と前月の62.2％
から低下しました(図表2)。直近の求人数は約
1,070万人と高い水準を維持しており、企業の採
用意欲は強いとみられるものの、労働参加率が低
下したことから、企業の人手不足解消には時間が
かかるものとみられます。
7月の労働者の平均時給は前月比＋0.5％と6月
の同＋0.4％から伸びが加速、前年同月比でも＋
5.2％と7カ月連続で5％を上回っていることから、
賃金上昇圧力は依然として強い状態にあります。
市場にあった米景気は後退局面入りしたとの見
方を否定する結果となり、FRB(米連邦準備制度
理事会)の労働市場は底堅く、景気後退局面には
ないとの見方を後押しするものとなりました。市
場ではインフレ高止まりにより９月のFOMC(米
連邦公開市場委員会)でも0.75％利上げが実施さ
れるとの見方が優勢となっており、今後発表され
るインフレ指標や来月の雇用統計にさらに市場の
注目が集まるものと思われます。

※ 非農業部門雇用者数増減は前月比
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
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